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近年、事業を行 うための組織 に関す る法律の弾力化 に伴い、様々な形態の事業体 が出現 してい る。
特定 目的会社、投資 法人、特定 目的信託、投資事業有 限責任組合 な どがその例 である。更に、2005
年 には、商法が改正 されて会社 法が制定 され合 同会社 の制度が導入 されているほか、有限責任事業
組合 の制度 が新 たに導入されている。有限責任事業組合の制度は2005年8月1日 に施行 されたばか
りであるが、設立件 数は同年10月 末時点で既に100件 を超 えている といわれているD。
こうした多様 な事業体 に対す る課税 が どうな るかについては、所得課税(本 稿で は、所得税や法
人税 に よる所得 に対す る課税 をさす言葉 として 「所得課税」を用 いる。)の 面で既 に多 くの研究が
なされてい る2)。 これは、事業体の課税 と構 成員 の課税 の相互関係 に強 い関心が寄せ られているこ
とによるものである。 ある事業体が法人格 を有 してい る場合 には、事業体 には法人税 が課税 され次
いでその事業体か ら利益 の分配があった段階で構成員が課税 され るこ とになるのに対 して、組合形
式 の事業体を利用 した場合 には、法人格を有 していない ことか ら、事業体段 階での課税が回避 され、
構成員段階のみ課税 とな る。課税上 は透明 な(transparent)存 在 となる。なお、こうした取扱 いの
ことは 「パススルー(passthrough)」 と、 また、 こうした事業体の ことは 「導管(conduits)」 と
称 され るこ とがあ る3)。 ただ し、 こうした組合形態 の事業体 については、税法 に明文 の規定 がない
ことか ら課税上 の取扱いが明確 でな く、否認 された場合の課税上の リスクが大 きいことか ら、一部
の節税 目的での利用の ほか、実際上の利用 は限定的であったようである4)。
これに対 して消費税(本 稿で は、消費税法上の消費税 と地方税 の地方消費税 を合わせ た用語 とし
て 「消費税」 を用 いる。)の 面では、法人格 を有 して いない事業体す なわち民法上 の組合や 匿名組
合 あ るいは各種 の集団的信託の活動が投資 な ど金融サー ビスを中心 とした ものであ り、 こうした取
引は一般 に消費税 の非課税売上 となることか ら、消費税 の問題 として意識 され ることがな く、関心
が向け られなかったもの と思われる5>。
ところが、今般 の有限責任事業組合の制度の創設に より状況が大 き く変化 している。 この制度で
は事業体段階での課税の回避が可能 なことや組合員の有限責任が認 め られていることか ら、有限責
1)日 本経済新聞2005年ll月23日 朝刊12版 「LLPの設立相次 ぐ」によると、LLPは2005年10月 末で100を 超え
た とみ られてお り、技術開発や新サービスなど幅広い業種で使われ始めたとの ことである。なお、LLPは 、
組合員は出資額 までの有限責任であって、かつ出資額は少な くとも特異な能力 ・技能があれば事業に参加
できるなどのメ リッ トがある一方で、多額の資金調達 を行 うことが難 しい、あるいは利益配分における組
合員間の貢献度の評価が難 しいなどの問題点があると指摘 されている。
2)例 えば、租税法研究第30号(2002)に 掲載されている 「組織形態の多様化 と所得課税」をテーマとした
数件の論説及びシンポジウム。
3)水 野忠恒 『租税法』318頁(有 斐閣、第2版 、2005)。
4)増 井良啓 「組合形式の投資媒体 と所得課税」日税研論集第44号154頁(2000)。
5)水 野 ・前掲注(2)674頁 。 「投資信託や組合な どは、法人で も個人事業者でもないが、いずれにしても、
国内において課税資産 の譲渡等を行 う以上、「消費税」の納税義務を負 うと解すべきである。」 とされ、さ
らに 「もっとも、 これ らの事業体の行 う役務 の提供の多 くは、金融サービスであ り、後述す るように非課
税 とされる場合が多いので、実際には、納税義務者が論 じられる必要性は少ないもの と思われる。」とされる。
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任事業組合 のよ うな組合形式の事業体 を利用することが一般化す る可能性 があるほか、 その活動範
囲が投資に限定 されず幅広 く事業一般 に及 んでいることか ら、今後、消費税の課税 について も議論
され る場面 が増加 するもの と予想 され る。いわば、 これ まで隠れていた問題点が表面化す る可能性
があ る。
そ こで、本稿 では、組合形式 の事業体 に対 する消費税 の課税 のあ り方について検討す ることとし
たい。組合形式の事業体 の特徴 は事業主体 と課税主体 とが分離 す るところにあるが、 こうした事業
主体 と課税 主体 が分離 した場合の消費税 の面での課税上の取扱 いを検討 しよ うとするものであ る。
結論 として、消費税 の課税の論理が所得課税 の論理 とは異 なった ものであること、 そ して、パスス
ルー課税が消費税 においては妥当 な結果を もたらすものではない ことを明 らかにした うえで、解決
の方 向を模索す るこ ととしたい。
本稿 における論述 の順序を示す と、次の とお りである。
第2章 で は、まず、消費税法 に基づ いた課税の仕組みを確認 する。次 いで、組合形式の事業体 に
対 する課税が どうなっているか をみてい くこととす る。法律上の明文 の規定 を欠いていることか ら、
実務上は通達に基づいて課税が行われている。所得課税 の場合 と同様消費税 の場合 においても原則
としてパススルー課税 を適用す ることになっていることを明 らかに した うえで、パ ススルー課税 を
適用 した場合に生ず るで あろ う、消費税 に特有の問題点 ないし疑問点について論ず ることとす る。
第3章 で は、まず、付加価値税 タイプの税 である消費税 が有す る基本 的な課税 の論理を明 らかに
す る。次 いで、 そうした論理 に基 づいて第2章 で提 示 した問題点ない し疑問点につ いて分析 ・検討
を加 えるこ ととす る。 その うえで、解決の必要性 について論ず るこ ととす る。
第4章 では、問題点 に関す る望 ましい解決の方向を明 らかにす る とともに、 こうした方向に沿 っ
て、現行法上の解決策 および立法的な解決策を論ず ることとす る。なお、そ うした解決策 を選択 し
た場合 に生ず ると思われ る問題 点について も検討す る。
II.パ スス ル ー課税 の 問題 点
1.消 費税法上の納税義務者
消費税法 が規定す る納税義務者が どのようなものであるかをまず見てお くこととす る。
消費税法 によ ると、国内において行 った 「課税資産の譲渡等」6)に つ き、事業者が消費税 の納
税義務 を負 うもの とされ ている(消 費税法5条1項 。以下、消費税法 は 「法」 と略記 す る。)。なお、
外国貨物を保税地域か ら引き取 る者 も、課税貨物にっ き消費税の納税義務 を負 うもの うもの とされ
てい るが く法5条2項)、 本稿 では論点を事業者の納税義務 に絞 っているので、以下 では課税貨物
の引取 り者 には触れない こととする。
ここで、「事業者」 とは、個人事業者及び法人 とされ(法2条5号)、 さらに、「個人事業者」 とは、
事業 を行 う個人をい うもの とされてい る(法2条4号)。 すなわち、法人はすべてが納税義務者 と
6)「 課税資産の譲渡等」 とは、「資産の譲渡等」の うち、非課税の規定 により消費税 を課さないこととされ
ているもの以外のものの ことであ り(法2条1項9号)、 さらに 「資産 の譲渡等」 とは、事業 として対価を
得て行われる資産の譲渡及 び課 しつけ並びに役務の提供をいうものとされている(法2条1項8号)。
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な るのに対 して、個人 は事業 を行 う者のみが納税義務者 となる。なお、通達 において、給与所得者
との区分 において、事業者 は 「自己の計算 において独 立 して事業を行 うもの」 と定義 されてい る7)。
消費税 の納税義務者 が事 業者 に限定 され ているの は何故 であろ うか。 これ は、消費税 の本質的
な要請 によるものではな く、行政の実行可能性が その理由ではないか と言われている8)。 納税義務
者 を事業者 に限定す る ことで、給与所得者 による申告が不要 となるほか、偶発的なあるいは趣 味的
な資産 の譲渡や役務 の提供 が課税対象か ら排除 され ることにな り、納税者に とって も、行政 にとっ
て も煩項 を避 け るメ リッ トが あるといえる。 なお、給与所得者 が提供す る役務 の提供 につ いては、
雇用主 の段階で仕入税額控除が否定 されて いることか ら9)、結果 には雇用主が従業員の納税義務 を
負 っている ともいえよ う。
「法人」 は消費税 法で は定 義 されて いない。 この点に関連 し、民法33条 によ り法人 は法律 によっ
てのみ成立す るもの とされているlo)。なお、 「人格 のない社団等」1Dは、法人 とみな して消費税法 を
適用 す ることとされている(法3条)。 したがって、法人でない事業体 についても、人格 のない社団
等に該 当す る場合 には、法人 として消費税法 の適用 を受けることになる。
これ らの事業者 が 「事業 として」対価 を得て資産の譲渡等を行 った場合に納税義務が発生す る(法
4条1項 、2条1項8号)。 なお、 ここでの事業の範 囲は、所得税 法における事業の観念 よ りも広
い と解 されて いる12)。
ただ し、 これ らの事業者 であって も、それが小規模事業者 に該当すれ ば、納税義務 を免除す るも
の とされて いる。すなわ ち、その課税期間i.)に係 る基準期間14)に おける課税売上高が千万円以下
で ある者 につ いては、消費税 を納め る義務 が免除 され ることになっている(法9条1項)。 ただ し、
基準期 間における課税売上高が千万 円未満であっても、 こうした免税 の適用 を受 けない旨の届出書
を提出 した場合 には、提出 日の属す る課税期間の翌課税期間以後 の課税期間については、1項 は適
用 しないこ ととされてい る(法9条4項)。 これ は、消費税 法において は、納税義務者 に限 って課
税仕入 に係 る税額 を控 除す る権利が認 め られてお り(法30条1項)、 課税資産の譲渡等 に税率を乗
じた金額 よりも仕入控 除税額のほ うが大 きい場合には、納税義務者 となってい る者のみが消費税 の
還付が受 け られ るこ とによるものであ る(法46条1項)。 具体 的には、輸 出免税 の適用 を受 ける場
合15)や 多額 の設備 投資が行 われた場合is)な どに消費税 あ還付が発生 す る。事業者 以外 の者や事業
7)「 消費税法基本通達(以 下 「基通」 とい う。)1-1-1(個 人事業者 と給与所得者の区分)」 において、
個人事業者 と給与所得者の区分 の面から具体的な基準が示されている。
8)水 野 ・前掲注(2)676頁 。
9)法2条1項(定 義)の12号 は、課税仕入れの対象から給与等を対価 とする役務 の提供を除 くこととしている。
10)民 法33条 は、 「法人 は、 この法律その他の法律の規定 によらなければ成立 しない。」 としている。
ll)法2条1項(定 義)の7号 において、「人格のない社団等」 とは、法人でない社団又は財団で代表者又
は管理者の定めのあるものをいう、 と定義されている。
12)金 子弘 『租税法』538頁(弘 文堂、第10版 、2005)。
13)「 課税期間」 とは、個人事業者については原則 として1月1日 から12月31日 までの期間、法人について
は原則 として事業年度であって、3月 ごと又は1月 ごとの短縮が認められている(法19条1項)。
14)「 基準期間」 とは、個人事業者についてはその年の前々年をいい、法人 についてはその事業年度の前々
事業年度をいうものとされている(法2条1項14号)。
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者で あっても免税事業者 に該 当す る者 については、 こうした還付 を受けることは認 め られない。な
お、上記4項 の届出書 を提出 した事業者 は、 その後、基準期間の課税売上高が千万 円未満 となって
も免税事業者の特典を利用す るこ とはで きず、4項 の規定 の適用 をやめることの届出書の提出が必
要 となる(法9条5項 、6項 及 び7項)。
以上の通 り、消費税 において事業者 に該当するとい うことは、課税売上げについて納税 の義務 を
負 う者である と同時に、仕入に係 る税額 を控 除す る権 利者 としての面 をも有 している。後者が前者
を上回 る場合には、消費税の還付を請求す ることが認め られている(法46条)。
2.個 人及び法人の集合体 としての事業体 に対する課税上の取扱い
事業が個人又は法人によって単独で行われた場合 には、 当該事業 に係 る課税関係 は当然に当該個
人又 は法人 に帰属す る。 これに対 して、事業が複数 の者(個 人、法人 を問わ ない。)が 参加す る集
合体 あるいは団体 によって行 われ ることがあ り(こ うした集合体 あるいは団体の ことを、本稿 では
以後 「事業体」 といい、 その参加者を 「構成員」 とい う。)、こうした事業体によって行われる事業
につ いては、事業主体 としての事業体段階での課税 とその帰属主体 としての構成員段階での課税 が
問題 とな る。
事業 を行 う各当事者 が民法上の組合契約を締結 してい る場合には、その事業 は組合 による事業 と
な る17)。組合契約 による事業の場合には、その財産 は組合員の共有 とな り(民 法668条)、 組合員は
組合 の債務 について無 限責任 を負 うほか(民 法675条)、 内部関係 は契約 によって定 まることになる。
他方、複数の者 の集 団が団体 としての性格 を強め、個々の構成員か らは独立 した単一体 となった
場合 には、その集団 は社団 に該 当 し、社団に よる事業 となる18)。この社団が法人格 を認め られ ると、
「社団法人」・となる19)。なお、前述 の とお り、法人格 は法律 に根拠を有 す る場合 にのみ認 められ る
ものである。 したが って、実質的 に社 団 としての実態 を有 していなが ら法人格 を有 していない団体
が存在す ることになる。 こうした団体 の うち一定の もの を消費税法 は 「人格のない社団等」 として
法人 とみな して法律 を適用す ることとしてい る(法3条)。 「人格 のない社団等」が法人 とみなされ
ているのは、人格 のない社団等 も実質 的に法人 と異な らない活動 を していることか ら、法人 と同様
に扱 うことが実体 に合致 するのみな らず、公平 に税負担 を配分す ることになるとの考慮 によ.るもの
15)輸 出 として行われる資産の譲渡又は貸付 けが消費税 を免除される一方で(法7条1項)、 当該資産 の仕
入については税額控除が認められている(法30条1項)。
16)消 費税においては、費用収益対応の原則 は適用 されず、固定資産の購入を含め1課 税仕入れに係る税額
は直ちに全額の控除が認められる(法30条1項)。
17)民 法667条1項(組 合契約)は 、 「組合契約 は、各当事者が出資を して共同の事業 を営むことを約するこ
とによってその効力を生ずる。」 としている。
18)「 法律用語辞典」(有 斐閣、第2版 、2000)658頁 は、 「社団」 について 「一定の目的をもって組織 された
自然人の団体で、その団体自身が個々の構成員か ら独立 した単一体 としてあ存在を有するもの。(以 下略)」
と説明 している。
19)「 法律用語辞典」前掲注(12)658頁 は、「社団法人」につ いて 「人の集合体である団体で法律上の権利
義務の主体たる法人格を認められているもの。人の集合体を基礎 とする点で、財産を基礎 とする財団法人
に対す る。(以 下略)」 と説明 している。
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と解 されてい る20)。なお、 「人格のない社 団等」 に該 当す る要件 としては、(1)団 体 としての組織
を備 えてい ること、(2)多 数決の原則が行 われていること、(3)構 成員が変更 して も団体 その も
のは存続 す ること、(4)そ の組織 によって代表 の方法、総会の運営、財産 の管理 その他団体 とし
ての主要な点 が確定 しているこ とである と解 されてい る21)。
3.組 合形式 の事業体 に対す る課税 の実務
所 得課税及 び消費税 の課税 についての実務上 の取扱 いをみてお くと次 の通 りで ある。
所 得課税 の場合 には、組合課税 として、組合員の課税につ いて、通達 において三つの方式が示 さ
れてい る。
第一 には、収入金額、支出金額、資産、負債等 を組合契約等に基づいた割合で組合員に帰属す る
もの とみな して組合員 の所 得計算を行 う方法(い わゆる、「総額法」)で あ り、第二 には、収益金額
とその原価及 び損失等 を組合契約等 に基づいた割合 で組合員 に帰属す るもの とみな して組合員の所
得計算 を行 う方法(い わゆ る、 「中間法」)で あ り、第三には、当該組合 において計算 された利益又
は損失 を組合契約等に基づいた割合 で組合員 に配分 するもの(い わゆ る、 「純額法」)で あ る。 これ
ら三 つの方法 のいずれを適用す るかについて、法人税の場合には、納税義務者の 自由な選択 に委ね
られて いるが(法 人税法基本通達14-1-2)、 所得税 の場合 には上記の第一の方法(総 額 法)を
優先 す ることとされている(所 得税法基本通達36・37共 一20)。
いずれの方法を取 るか によって、準備金 な ど各種特例措置の適用 に差が発生す る。そ して、そ う
した課税上 の結果の差 は組合員 の所得 に影響 を及 ぼす ものであ るが、それは、納税者の選択の結果
とい うことになる22)。
これ に対 して、 消費税 の場合 には、選 択の余地 はな く、基本通達1-3-1に おいて、 「共 同事
業(人 格 のない社 団等又 は匿名組合が行 う事業を除 く。 以下、1-3-1及 び9-1-28に おいて
同 じ。)に 属す る資産 の譲渡等及 び課税仕入れ等 については、 当該共同事業の構成員が、当該共同
事業 の持分 の割 合又 は利益 の分配割合 に対応す る部分につ き、 それぞれ資産の譲渡等又は課税仕入
れ等 を行 ったこ とになる」 としている。 ここで、共 同事業か ら人格 のない社団等が行 う事業が除か
れてい るのは、それが法人 として扱われ ることか ら当然 のことであ り、匿名組合 が行 う事業が除か
れてい るのは、 これ も通達1-3-2に おいて、匿名組合 による事業 は共 同事業ではな く、営業者
による単独事業であ ると解 しているこ とに基づいた結果 である。
以上のよ うな取扱 いの相違 は何に起因するものであろうか。 それは、所得課税 と消費税の税 の性
質 の違 いを反 映 した もので ある考える。所得課税 の場合には、その計算の過程 は ともか くとして、
最終 的には、構成員 に帰属 す る所得 を把握す ることが 目的である。 したがって、計算の過程そのも
のは構成員の所得 を把握す るための手段 にす ぎず、構成員に売上や仕入を配分 して各構成員の段階
で所得 を計算す る方法のほか、事業体段 階で所得 を算出 しそれを構成員に出資割合等に応 じて帰属
させ る方法 も可 能 となる。 これ に対 して、消費税 の場合 には、所得課税では計算過程 として扱われ
20)金 子 ・前掲注(12)148頁 。
21)金 子 ・前掲注(12)148頁 。
22)た とえば、水 野前 掲書318頁 。 これ は、所 得税 ない し法 人税 につ いて言及 した もので あ るが、 消費税 に
つい て も同様 の状況 で あ ると思 われ る。
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ている課税仕入れ等及 び資産の譲渡等そのものに意味がある。 したがって、 それ らを直接 に構成員
に帰属 させ るとい う処理方法(所 得課税 における 「総額法」に類似 した処理方法)の みが認 められ
たもの と考 えられ る。
4.多 様な事業体 の登場
ところで、近年、金融の 自由化や規制緩和の流れ に沿 って、多様 な事業体が認め られ るようになっ
てきている。 こうした事業体 については、従来か ら所得課税の面で強い関心をもたれ、議論がな さ
れてきている。例 えば、当該事業体 が法人税の課税対象 となるか否か、 当該事業体 が法人税 の課税
対象 とな るに しても支払配当の損金算入が認 め られるか否 か、事業体課税 を回避 して構成員課税 を
実現で きるか否かが関心の的 となっている。その概要 をみ ると、次の とお りである。
まず、資産流動化法23)に よって特定 目的会社 の制度が導入 され、投資法人法24)に よって投資法
人の制度が導入 されて いる。いずれ も導管型法人 として、利益の90%超 を配当す ること等を条件 と
して、支払配 当の損金算入が認め られてい る25)。法人税 における所得 の計算においては、配 当の支
払いは損金算入 を認 めないのが原則 であるが26)、この原則の例外 とな るものである。 こうした取扱
いは、完全 に課税 が免除 され る場合 に 「パススルー」 と呼 ばれ るのに対 して、 「ペイスルー」 と呼
ばれている27)。
また、2005年 の会社法の制定では、持分会社 の一つ として 「合同会社」の制度が導入 されている
28)。 この合 同会社 は米国 の州法 によ り認 め られ ているLLC(LimitedLiabilityCompany)制度
を手本 に した もの といわれてお り、内部 自治が広 く認め られているほか、構成員の全員が有限責任
とす ることが認 め られている。実質 的には組合 に近い ものであ るが、合同会社 も法人であるこ とか
ら、 当然に法人税の対象 となる(法 人税法4条1項)。 すなわち、事業体 としての課税が行われ る
ことにな る。
5.有 限責任 事 業 組合 制 度 の創 設
様 々 な事 業体 の制 度 が 導 入 され るなか で、 特 に注 目され る のが、2005年4月 に成 立 し、8月 に施
行 され た 「有 限責 任 事 業 組 合 契 約 に関 す る法 律 」 に よ る有 限 責 任 事 業 組 合 の制 度 で あ る29)。 これ
は、2005年2月4日 付 の経 済 産 業 省 のNewsReleaseに よ る と、 英 国 のLLP(LimitedLiability
Partnership)の 制 度 を手本 と した もの で あ り、LLPに は以下 の三 つ の特 徴 が あ る とされ て い る。
23)1998年 に 「特定 目的会社 による特定資産の流動化 に関する法律」が制定され、2000年 に 「資産 の流動化
に関する法律」 と改められている。 「資産流動化法」はこの法律の略称。
24)1998年 に 「投資信託法」が改正され、2000年 には法律の名称が 「投資信託及 び投資法人 に関す る法律」
に改められている。「投資法人法」はこの法律の略称。
25)こ うした取扱いの根拠条文は、租税特別措置法67条 の14(特 定 目的会社に係る課税の特例)及 び67条 の
15(投 資法人に係 る課税の特例)。
26)法 人税法22条3項 及び5項(各 事業年度の所得の金額の計算)が 、法人の行 う利益の配当が損金に算入




第一 に、有限責任制 であ り、出資者が出資額 まで しか責任 を負わない こと。
第二に、内部 自治原則 が とられ、利益 や権限の配分が出資金額の比率 に拘束 されないこと。 また、
取締役 会や監査役 の ような経 営者1ピ対す る監視機 関の設置が強制 されないこと。
第三 に、構成員課税で あ り、LLPは 課税 されずに、出資者に直接課税 されるこ と。
また、 同NewsReleaseに よる と、英 国 のLLPの 制 度 は、2000年 に創 設 され た もので、既 に
1万 社 を超 えるLLPが 創設 され、.会 計事務所、デザイン事務所、 ソフ ト会社 な どが活用 していると
されてい る。
我が国 で導入 され た有 限責任事業組合(以 下 「LLP」 とい う。)の 制度 は、 こ うした英 国LLPを
手本 としたもの とされ、ベ ンチャーや中小企業 と大企業の連携、中小企業同士の連携、大企業同士
の共 同研究開発、産学連携、ITや 金融の専門技能 を持つ人材 による共同事業な どを振興 させ るも
の と期待 されている(上 記NewsReleaseに よる。)。
成 立 した 「有 限責任事業組合 に関す る法律」(以 下 「LLP法 とい う。」)に ついて、上記の三つ の
特徴 を中心 にみてい くと、次 の通 りであ る。
(1)有 限責任制
LLP法15条 で、 「組合員 は、その出資 の価額 を限度 として、組合の債務 を弁済 する責任 を負 う。」
とし、組合員が有限責任 である ことを明 らかに している。 この点は、民法上の組合 の組合員が無限
責任 とされている(民 法675条)こ とと対比 して、大 きな特徴 である。
こ うした組合員の有 限責任 に対応 して、債権者保護 のための規定が多数整備 されてお り、 その
うち主要 なものを掲 げる と次 の通 りである。 まず、LLP法7章 で組合 に関す る重要事項 について は
登記 をすべ きもの とし、かつ、登記 を信用 した者 を保護するこ ととしている(LLP法8条)。 また、
LLPは 名称 に 「有限責任事業組合」 の文字 を用 いるべ きもの とされ、LLP以 外 はこの文字 を用 いて
はな らな いもの とされて いる(LLP法9条)。 また、LLP法4章 はLLPの 会計について規定 し、組
合 の債権者 への財務情報 の開示 を求めている(LLP法31条6項)。 また、組合契約 は組合員 の出資
の履行が契約 の発効要件 とされ(LLP法3項1項)、 出資 は金銭 その他の財産 に限 ることとされ(LLP
法ll条)、 組合財産 の分配については純資産額か ら300万 円を控 除 した額 に限定 している(LLP法34
条、規則37条)。
(2)内 部 自治
組合の業務執行について、組合員の同意によって行 うことが基本であ り、業務 の監視等 について
特別の規制 は設 けられていない(LLP法12条 か ら14条)。
組合員の損益の分配 については、原則 は組合員が履行 した出資の価額 に応 じて定め られ るが、総
組合員の同意があれば これ とは異な る分配 も可能 とされている 『(LLP法33条 、規則36条)。
なお、出資割合 と異なる損益 の分配がな された場合 には、課税面の取扱いが問題 となる可能性 が
ある。
29)な お、有限責任事業組合の制度の導入に先立って、 「中小企業等投資事業有限責任組合 に関す る法律」
が2004年 に 「投資事業有限責任組合契約 に関する法律」 に改め られ、従来の中小企業等投資事業有限責任
組合が投資事業有限責任組合 として制度の拡充が図 られていた。但 し、 この投資事業有限責任事業組合は、
事業の対象が投資に限定され、かつ、無限責任社員 と有限責任社員の双方で構成されることになっていた
、 も の で あ る 。
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(3)共 同事業性
LLPは 組合契約 で成立す る事業体 ではあるが、事業運営 の実態 によっては 「人格 なき社 団等」 と
して、法人 とみ なされてLLP段 階で課税 される可能性があ る。そ こで、LLP段 階での課税 を回避 し
組合員段階のみでの課税実現す るために、共同事業性 を確保す るための規定が設 けられてい る。す
なわち、組合の業務執行 の うち重要事項 の決定については、必ず総組合員の 同意 による ことが必要
とされてい る(LLP法12条)。 また、組合員 は、組合 の業務執行 を行 う権利 を有 し義務 を負 うもの
とされ、かつ、業務執行 の委任 は一部に限 られ、すべての業務 を委任す ることは認めないこととさ
れてい る(LLP法13条)。
以上のように、民法上の組合の場合には組合員た る構成員が無限責任を負 うことを特徴 としてい
るこ とを考慮す る と30)、有限責任事業組合 は、組合形 式の事業体 といってもかな り特異 な存在 とい
えよう。
6。LLP創 設の消費税 の課税面への影響
LLPの 創設 の課税面 への影響 を検討 す る。 まず、LLPが 行 うこ とが で きる事業範 囲で あるが、
LLP法7条(組 合 の業務 の制限)は 次のよ うに規定 してい る。
「組合員は、次 に掲げ る業務 を組合 の業務 として行 うことがで きない。
一 その性質上組合員の責任の限度を出資の価額 とす ることが適 当でない業務 として政令
で定 めるもの
二 組合の債権者 に不当な損害を与え るおそれのあ る業務 として政令で定め るもの
」
これを受 けた政令で は、 まず、1号 関係では、公認会計士法、弁護士法、税理士法 な どにより業
務独 占を認め られた業務 を掲 げ、2号 関係では、競馬、競輪 な どの投票権 を購入す る業務が掲 げら
れてい る。
したがって、『上記によ り制 限された分野を除 き、LLPは 原則 としてあ らゆ る種類 の事業を行 うこ








従 来の組合形式の事業体 では、・その事業の範囲は、組合員 の無 限責任 とい うことがネックとな り、
建設会社 による共同事業体 や実質的には リスクを伴わない投資事業(例 えば、損益通算を通 じた節
税 を目的 とした組合形式の事業体による投資)な どに限定 されていた と思われるが、今後 は、 これ
30)「 有限責任事業組合契約に関す る法律」の15条(組 合員の責任)は 、 「組合員は、その出資の価額を限度
として、組合の債務 を弁済する責任 を負 う。」 としている。
3D日 本経済新聞 ・前掲注(1)の 記事に掲載されている。
一25一 組合形式の事業体に対する消費税の課税について
まで社員が有限責任 であ る会社形式 で行われていたよ うな、 リスクの高 い事業 について も、組合形
式の事業 として実施 され る可能性が出てきている。 そのために、消費税の対象 とな るような取引を
行 う組合 が増加す ることが予想 され、法人税や所得税 など所得課税 の面のみな らず、消費税の面で
も検 討が必要 とな る場合が増加 するとみ られる。
なお、前述の とお り、2005年 の会社法の制定に ともない、合 同会社 の制度が導入 されている。合
同会社 の場合 には、構成員の有 限責任及び内部 自治が認められてお り、実態 は組合 に近 いにもかか
わ らず会社法上の会社の一種 であることか ら、法人 として、事業体 である合同会社の段 階で、法人
税 と同様 に消費税 が課税 され ることになる。所得課税においては、会社か ら構成員である社員 に支
払われ る配 当が課税対象 とな るが、消費税 の場合 には配 当は課税対象外である。 したがって、合同
会社 とLLPと では、実態 は類似 しているものの、課税上は大 きな相違が生 じることになる。
7.LLPが 事業体段 階で課税 され る可能性
組合形式の事業体 としてのLLPそ れ 自体が消費税の納税義務者 となるか否か について、実務の取
扱 いを基 に してみてお くと、次の とお りである。
LLPが 個人事業者でない ことは明 らかであ り、また、法人で もない ことについてはLLPの 根拠法
に よ り明 らかであ る。 そ こで、LLPが 「人格めない社 団等」 に該 当す るか否かにつ いて検討 する。
この点 に関 しては、根拠法によると、組合員 の全員がLLPに 事業 に参加す ることを求めているな ど、
LLPが いわゆ る人格 なき社団には該 当 しない ようにす るための工夫 が見 られ る。 これは、LLPの 存
在理 由がLLP段 階での法人税 の課税 を免れ ることにあった点 を考 える と、当然 と言えよう。ただ し、
事実認定の結果 として、実際の個々のLLPが 人格のない社団 に該当す ると判 断され る可能性 は残 さ
れている。
なお、実務 では、消費税法基本通達1-2-1に おいて、 「法人 でない社団」について、 「多数 の
者が一定の 目的を達成 す るために結合 した団体 の うち法人格 を有 しないもので、単なる個人の集合
体で な く、団体 として統一 された意 志の下にその構成員の個性 を超越 して活動 を行 うもの」であ る
とし、民法第667条 《組合 契約》 による組合及 び商法第535条 《匿名組合契約》の規定 による匿名組
合 を含 まない もの としている。なお、 この解釈 は、法人税 における実務上の解釈(法 人税法基本通
達1-1-1)と 基本 的に同一 であ る。
8.構 成員課税 とした場合の問題 点
(1)消 費税の課税 の基本 的な仕組み
消費税 における構成員課税の問題 点を考 えるまえに、消費税 の課税 の基本 的な仕組みを確認 して
お くこ としたい。
簡単な設例で確 認す る。 まず、個人Bが 、事業者Aか ら商 品Mを 購入 し、それを事業者Cに 販売
す る とい う取 引の流 れを想定す る。事業者Aか ら購入 した商品Mの 本体価格 は200及 びその消費税
は10(税 率 は5%と している。)で 、支払額 の合計は210と す る。 また、個人Bの 段階における付加
価値 は200で あ り、事業者Cへ の販売 にあたって、本体価格 を400と することを予定 しているもの と
す る。
個人Bに おいて生ず る消費税 の問題 は次 の通 りである。
まず、個人Bが く「事業者」であ るか、そ して、商品Mを 「事業 として」Cに 譲渡 したか どうかである。
これ ら両者 の判定を合わせて以下 「事業者性」 と称す ることとす る。











個人Bに 事業者性 がなかった とす る(図1参 照)。 この場合、個人Bは 消費税の納税義務者 に該
当せ ず、事 業者Aか ら商 品Mを 購 入 した行為 は、本体価格200に 消 費税10が コス トとして加 わ り
210で 購入 した ことを意味す る ことにな る。次いで、事業者Cへ は、個人B段 階での付加価値 を加
算 して410で 販売す ること.になる。事i業者Cが 課税事業者で あれば、410を 税込み価格 として仕入税
額控除を行 うことが認 められる。なお、事業者Cが 仕入税額控除できる金額は410の105分 の5と なる。
個人Bに 事業者性があった とす る(図2参 照)。 この場合に は次 に、個人Bに とっての基準期間
の課税売上高 を調べ ることにな る。 それが免税点であ る千万 円以下 であれば、免税事業者 とな り、
事業者性がなかった場合 と同様 の取扱い となる。免税 点を超 えて いれば、課税事業者 とな り納税義
務が発生す る。この場合、事業者Aか ら商品Mを 購入 した行為 は、本体価格200と 消費税10か らな り、
消費税10に ついて、納税義務者の権利 として仕入税額控除が認 められることにな る。当該課税期間
において課税売上がなか った と仮定す る と、還付 申告 を行 うことにより10の 還付を請求することが
認 められる。
事業者Cに 対 して消費税Mの 販売 を行 う場合 には、消費税 の価格転嫁 を行 う。つ ま り、本体価
格400に 消費税20を 上乗せ し、420で 販売 することにな る。売上 に係 る消費税 は20で 、仕入 に係 る消
費税10に 係 る仕入税額控 除の計算 を行い、差額 の10を 申告 ・納付す ることにな る。なお、事業者C
において、20の 仕入税額控除が可能 とな る。
ここで、仮定 の議論 として、イ ンボイス制度が導入 されている とする(な お、インボイス制度 の
概要 については、次章で説明する。)。個人Bに おいて は、納税 義務者 として登録 され、 インボイス
の発行の権利 を有 しているか否かで大 きな相違が発生 する。
イ ンボイスを発行 できる場合 には、事業者A(事 業者Aも 納税義務者 であ ると仮定 す る。)か ら
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消費税 が10で あることが記載 されたイ ンボイスを受 け取 り、次 いで、消費税が20で あることが記載
されたイ ンボイスをCに 発行す るこ とになる。上記 と同様 の税額計算 を行 い、申告 ・納付 を行 うこ
とになる。
イ ンボイスを発行 できない場合 には、事業者Aか らの商品Mの 購入は210で の仕入 となる。商品
Mに 係 る消費税10の 仕入税額控 除は認 められない。 また、事業者Cへ は410で 販売す るこ とになる。
事業者Cに とって は、 イ ンボイスを受 け取 っていない ことか ら、商 品Mに は仕入税額控除可能 な
消費税 はない もの とされ、仕入税額控 除は認め られない。
(2)パ ススルー課税 の持つ意 味
上記 の通 り、組合形 態の事業体の場合 には、消費税 に係 る実務上 の取扱 いか ら、原則的 には、構
成員課税すなわちパススルー課税であ り、事業体の行 った資産の譲渡等や課税仕入れは、構成員た
る組合員 に帰属す るもの とされ る。
ここで、'パススルー課税 の持つ意味を検討 してみ ることとしたい。(1)で 掲 げた事例 を利用 し、
Bが 組合形 態の事業体(「B組 合」 と称 する。)で あって、組合員blと 組合員b2が 均等 の出資持
分で構 成員 として参加 しているもの とする。 その うえで、上記の基本的な仕組 みを振 り返 ることと
する。
検討 を進 め るにあた り、パ ススルー課税 には二 つの方式があ りうることを確 認 しておきたい。1
つ には、事業体の段階で事業者性及 び免税 点を判定 し、その判定結果を構成員 に及 ぼす方式(図3
参照)で あ り、二つには、事業体の段 階では判定を行わず、構成員の段階で判定 を行 う方式(図4
参照)で ある。以下 において、前者 を 「事業体判定方式」、後者 を 「構成 員判定方式」 と称 して、
《図3》 事業体判定方式の場合












以下検討 を進 めることとす る。
(i)事 業者性 の判定 の問題
事業体判定方式 を適用す る場合 には、B組 合 が事業者性 を有 してい るか否かの判定を行 う。B組
合が事業者性 を有 していると判定 され ると、組合員bl及 び組合員b2も また事業者性 を有 してい
るもの とされ る。逆に、事業者性 を有 していない と判定 され ると、組合員 も事業者性を有 していな
いこ とになる。 この場合、組合員が当該組合 とは別 に固有の事業 を行 ってお り既 に事業者性を有 し
ている場合 には、一面で事業者であ りかつ他面で事業者 でない とい う矛盾 が生ず る。
構成員判定方式を適用す る場合には、B組 合 は無視 され(透 明な存在 とされ る。)、組合員段 階で
事業者性が判定 され ることになる。 この場合 には、組合員 によって判定が異 なることが起 こ りうる。
例 えば、組合員b1は 事業者性 を有 し、組合員b2は 事業者性 を有 していない といったケースであ
る。 その結果、事業体 としては、事業者性 があった ことになるのか無 かった ことになるのか、 とい
う疑問が生ず る。
(1:)免 税点 の判定 の問題
事業体判定方式 を適用す る場合 には、B組 合の基準期間における課税売上高が千万円を超 えてい
るか否 かによ り免税事業者 か課税事業者 かが判定 され、 その結果が組合員 に帰属す る ことになる。
事業者段階では免税 と判定 とされ、その結果 が組合員 に帰属 した場合に、組合員が既 に課税事業者
に該 当 している場合 に、(i)の 場合 と同様の矛盾が発生す る。
構成員判定方式を適用 す る場合 には、組合員 ごとに基準期間 において免税点を超 えたか否 かの判
定を行 うこ とになる。 この場合、免税 点の金額 である千万円は どうなるので あろ うか。均等 の持分
を有す る二人の組合員が いる場合 には、二分 した5百 万 円が組合員の免税点 にな るので あろうか。
それ とも、いずれ も千万円が免税点 にな るのであろ うか(事 業体を透明な存在 とみ るとすれば、構
成員 ごとに千万 円の免税点が適用 になると考え るほ うが合理 的ではないか と思われ る。)。いずれ に
して も、 当該事業体 か ら分配 され る課税売上 とは別に固有の課税売上 を組合員が有 している場合 に
は、組合員 によ り免税点以下 の者 と免税点 を超 えてい る者が出て くる可能性がある。例 えば、組合
員blは 免税点 を超 え、組合員b2は 免税点を超 えていない とい うことが起 こ りうる。 また、組 合
員 ご とに千万円の免税点が適用 される とする と、事業体 としての免税点が、法が予定 している金額
よりも高額 とな る。例 えば、組合員二人の場合には、事業体 としての免税点が2千 万円 となる。
(iii)価 格転嫁の問題
事業体判定方式 を適用 し、その結果事業体 としての事業者性及 び免税点の判定をク リア し、課税
事業者である とされた場合 には、消費税 を本体価格 に転嫁す ることになる。他方、事業者性 と免税
点をク リア しなかった場合 には、消費税 を本体価格 に転嫁せずに購入に際 して負担 した消費税 をコ
ス トとして上乗 せす ることになる32)。
構成員判定方式 を適用 した場合 には、組合員 ごとに価格転嫁 の決定 を行 な うことになる。 なお、
上記 の とお り組合員が課税事業者 と免税事業者 に分 かれ る可能性が ある。すなわち、組合員b1は
本体価格に消費税 の上乗せ を行 い、組合員b2は 仕入で負担 した消費税 を単にコス トとして上乗せ
す るといった ことが起 こ りうる。
(iv)イ ンボイスの問題
32)消 費税相当額 を上乗せすれば、いわゆる 「益税」が発生する。
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仮定の議論 であるが、イ ンボイス方式が導入 されたもの とした場合 に想定 され る状況を検討 して
おきたい。
事業体判定方式の場合 には、事業体 であるB組 合がインボイスの発行の権利 を有 しているか否 か
が重要 な要素 となる。 こ うした権利 を有 してい る場合 には じめて、B組 合 は、事業者Cに 対 してイ
ンボイスを発行す ることが可能 となる。
構成 員判定方式 の場合には、組合員 ごとにイ ンボイスの発行 の権利 を有 してい るか否 かをみてい
くことが必要 とな る。 この場合、組合員blは イ ンボイス発行 の権限 を有 してい るが、組合員b2
は発行権 限を有 していない とい うことが起 こりうる。事業者Cへ の販売 において、イ ンボイスを事
業体 が発行す るのか、それ とも、組合 員が個別 に発行するのか とい う問題が発生す る。 また、イ ン
ボイスを受 け取 る側の事業者Cの 仕入税額控除が どうなるのか も問題 となろ う。
(3)パ ススルー課税 か ら生 ず る問題
以上 の とお り、組合形式の事業体 にパススルー課税 を適用 しようとす る場合、消費税 に特有の問
題 が発生す ることが理解で きる。組合 員の新規加入や脱退 といった構成員の変動 を想定す ると、更
に、問題 は複雑化す る。 また、上記 の事例では組合員間で帰属割合が均等であることを前提 とした
が、 これが均等で ない場合、あ るいは、出資割合 と利益分配割合が異なる場合 な どにも解決困難 な
問題が生ず るよ うに思われ る。
こうした問題点 について、次章において、消費税 の基本 的な考 え方を踏 まえた うえで、更 に、検
討 を進 めることとす る。
9.小 括
近年、多様 な事業体が出現 しているが、そのなかで特 に注 目され るのはLLPで ある。組合契約 に
よって成立 した事業体であって法人格 はな く、かっ、原則 として人格 なき社団 にも該当 しない もの
とされてい るこ とか ら、組合形式の事業体 として扱われ るこ とにな る可能性が高い。
こうした事業体 が事業活動 を行 った場合 に、所得課税 の面 か らは、納税義務者 ではない事業体の
事業活動 と納税義務者た る構成員に対す る課税 の関係を どう考 えるのかが問題 となる。 こうした組
合課税 に関 しては、所得課税の面で は既にかな りの研 究が行 われている。
他 方、消費税 につ いては、 これまで研究が あま りな されて きていない。 これは、一つには所得課
税 にお けるよ うな、事業体課税かそれ とも構成員課税 か といった論点が欠 けていたことによるもの
で あると思われ る。すなわち、消費税 の場合 には、所得課税におけるよ うな事業者段階での課税(法
人税)と 構成員段 階での課税(法 人税又は と所得税)の 二重課税 を どうす るか といった論点がない。
また、従来 は、組合形式 の事業体が扱 っていたのは主 として金融関連商品であったことか ら、消費
税では非課税 であ り、議論 とな らなか った ともいえる。
しか しなが ら、消費税 においては、所得課税 とは別 の意味での特有な問題が あるのではないか。
つ ま り、所得課税 と消費税 とでは、税 の性格 が異 なることか ら、議論すべ き論点 も異なっているの
ではないか と思 われ る。
そ こで、次章 では、所得課税 において これ まで行われて きてい る議論 を踏まえつつ、消費税 に特
有の問題点 につ いて検討 を行 うこととしたい。
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1。 所得課税 か らみた組合形式の事業体 の問題 点
消費税 に関す る検討に入 るまえに所得課税の分野 におけ る、組合形 式の事業体に対す る課税 に関
してなされてい る議論をみてお くこ と.とす る。
(1)法 人税 と所得税 の二重課税
所得 に対す る税 としては、国税 において、個人を対象 とした所得税 と法人を対象 とした法人税 が
存在す る。我が国の税制 においては、基本的には、個人 を所得課税み最終的な負担者 とす る一 方で、
法人 は個人株主の集合体 であ り、法人税は株主た る個人 に対す る税の前取 りと位置づ けられてい る。
すなわち、所得 に係 る税負担の公平を、最終的 には個人の段階で実現す ることが税制 の基本 とされ
ている。 これ は、シャウプ勧告以来の我が国の伝統 であ り、法人税 は当該法人の株主 に対す る所得
税の前取 りであ り、法人税 と所得税の双方が課税 された場合 には二重課税が発生す ることになるの
で、 これを排除す ることとされている。現在で は、所得税 におけ る配当控 除の制度 によ り(な お、
株主が法人の場合には、受取配当益金不算入の制度によ り法人段 階での課税の重複 を排除す ること
とされてい る。)、個人の段 階で二重課税 の排除 を行 うこととされている33)。
所得課税 における負担 の公平 は、最終 的には個人段 階における総合課税(そ こでは、所得分類、
所得控 除や累進税 率な ど個人の負担能力に配慮 した制度が適用 され る。)に よって、税 負担 の公 平
を図 ることとされている。 なお、法人税 には、所得税 にお けるような所得分類の仕組 みがな く、税
率 も比例税率で ある。 こうしたことも、法人税が所得税の前取 りであることを裏付 けるもの と言 え
よう。
このよ うに、所得課税のあ り方を個人所得税 か ら考 えてい く場合(す なわち、法人が最終的には
個人株主 の集合体 であ ると考えた場合)、 法人税 はなぜ必要 なのかが問題 となる。個 人 に対 す る所
得税 のみで十分で あ り、法人税 は不要 ともいえる。なぜ法人税 は必要 なのか、 また、法人税 と所得
税 との二重課税 を どの ように排除す るかについて は過去 に多 くの議論が なされてきてい るが34)、こ
こで注 目され るの は、法人税 の存在 の合理性は 「執行 コス ト」 の観 点か ら説明する ことがで きると
の考 え方で ある35)。つ ま り、法人の株主が多数であ り、かつ、株主 の変動が激 しい場合 において は、
株主に対す る課税 を正確 に実施す ることが不可能か又は不可能 ではないにしても現実的でな く,法
人段階で課税 するこ とが執行 コス トの面で有利性が大 きい場合 に、法人段階での課税を行 うべ きで
ある とい うこ とになる。 したが って、 ここに法人税の持つ重要 な存在意義があるといえることにな
る。
(2)組 合形式の事業体に対す る課税
ところで、民法上 の組合や匿名組合、 さ らには、LLPな どの組合形式の事業体 による事業活動 に
ついては、その事業体そのものが課税対象 となるか否かの決定が必要 となる。すなわち、まず、「人
格 なき社 団等」に該当するか否かを判断 しなければならない。 これ は、個々の事案での事実認牢 で
33)金 子 ・前掲注(12)262頁 か ら264頁 。
34)金 子 ・前掲注(12)256頁 以下 。
35)増 井 良啓 「多様 な事業組 織 をめ ぐる税制上 の問題 点」 ファイ ナソシャル ・レビュー69号 、2003)105頁 。
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決 まるのであ るが、以下 で取 り上 げる組合形式 の事業体 は、従来 の基準 に従った場合には 「人格な
き社団等」 に該 当 しない ものであることを前提 として議論を進 め ることとす る。なお、人格 なき社
団等 に該 当すれ ば、法人 とみな されて、事業体の段 階で課税が行われ ることとなる。
法人 とみなされない組合形 式の事業体の場合、事業体の事業活動 に対す る課税については、事業
体がいわば透明な存在 となることか らその課税 は構成員に直接 に帰属す るもの とされ、いわゆ る「パ
ススルー課税」が行 われ る。すなわち、その活動 による所得 は、直接 に組合員 に帰属す る36)
次に、組合員 に所得が帰属 す るもの とされた場合 において、 どの ように、帰属す るのかが問題 と
なる。 すなわち、組合員への帰属の時期(所 得の発生の時期)、 所得の種類(事 業所得、給与所得、
雑所得 な ど所得税 における所得 の分類)、 帰属の割合(出 資 の割合 と損益 の分配 の関係)の 決定 な
どの問題が発生す る。特 に、所得税 の場合 には、所得の種類が どうなるかによって税負担が異なる
こ とになる。なお、 この点で、』平成17年 度 に税制改正が行われ、組合形 式の事業体 の損失 の組合員
への帰属 に一定 の制限が設 け られている37)。
事業体 の活動 あ性質 と個々の組合員の得 る所得 の性質 との関係 につ いては、最高裁判決(「 りん
ご生産組合 事件」)が ある38)。これ は、事業体が事業 を行い事業体段階での所得 の種類 が事業所得
に該 当す るとして、組合員が事業体 か ら受 け取 る所得 の種類 が どうな るかが争われた もので ある。
組合員が受 け取 る所 得の種類 も事業体 の所得 の種類 と同様 に事業所得 となるのか、 それ とも、事業
体 の段階での所得の種類 とは離 れて、個々の構成員が事業体か ら所得を受 け取 る状況によって決定
され るのか とい う問題 である。 ここでは、組合員課税 における 「パススルー」 とは何 か、その中身
が問われてい る。
なお、 この組合員への帰属 の処理 の問題 につ いては、実務 では、通達が三つ の方式を規定 してい
ることについては、前述 の通 りであ る。 また、帰属 の時期 について も、通達 で規定を している39)。
ここで、所得課税 では、三つの方式が認め られていることの意味を考 えてみたい。 これは、組合
形式の事業体 といって も実際上 は様 々なものが存在 し、当該事業体の組合員か ら離 れた実体 として
の存在 の強弱 を反 映 したもの といえ るのではないか。組合員か らの独立 の程度が大 きく、実体 とし
ての性格 が強 い場合 には、いわゆる純額法 を適用 する ことが合理性 を有す るで あろ うし、実体 とし
ての性格が弱 く、組合員の単純 な共 同事業 としての性格 を有 してい るに過 ぎない場合 には、総額法
を適用 する ことが合理性 を有 することにな るのではないか と考 え られる。なお、事業体段階での所
得の種類 と組合員段 階での所得 の種類の関係 について は、通達 は必 ず しも明確 に していない。 こう
した問題 の妥当な解決 には、個 々のケースにおいて、詳細な事実認定 によって解決 してい くほかな
い と思 われ る。なお、 こうした問題が発生す るのは、法律上の規定が存在 しない ことを反映 したも
のであ り、立法的な解決が必要 である といわれている40)。
(3)所 得課税 と消費税 との比較
36)金 子 ・前 掲注(12)148頁 。
37)租 税 特別 措置法67条 の12ほ か。
38)最 判 平成13年7月13日 月報48巻7号1831頁 。(り ん ご生産事業組合 事件)
39)法 人税法基 本通 達14-1-1(任 意組 合か ら受 ける利 益等の帰属 の時期)ほ か。
40)佐 藤英 明 「新 しい組織 体 と税制 」(フ ァイ ナ ソシ ャル ・レビ ュー65号 、2002)93頁、 増井 良啓 「多様 な
事業 組織 を め ぐる税制 上 の問題点」(フ ァイナ ソシ ャル ・レビュー69号 、2003)95頁 以下 な ど。
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以上 の状況 を踏 まえた うえで、組合形式 の事業体 に対す る課税 について、所得課税 と消費税 を簡
単 に比較 してお くと次の通 りであ る。
まず、所得課税 における組合形式 の事業体 につ いては、 まず、 「人格 のない社団等」 に該 当す る
ことで法人 とみな して課税 され る可能性 がある。法人 として課税 されない場合には、所得課税 は事
業体 をパススルー し丸組合員 に事業体の課税が帰属す るもの とされている。 しか し、 どのよ うに帰
属す るかについては、税法上の明文 の規定がな く、解釈 に委ね られている。実務上 は取扱 い通達が
存在 するが、解釈や議論の余地が大 き く、当該組合の活動の実態や個 々の組合員の実情 な どを総合
勘案 して、妥'当な解決策を見出 してい くほかない とい うのが現状であ る。
これに対 して、消費税 の課税の場合 は、所得課税おけるような法人税 と所得税 の二重課税の問題
は存在 しない。 また、税負担 の公平 を構成員の段 階で実現 しなければな らないとす る必要性 も存在
しない。 それにもかかわ らず、通達での実務では、所得課税 と類似 した構成員への帰属 による課税




消費税 は、1988年 に、それまでの我が国の代表 的な間接税 であった物品税 に代 えて導入 された税
であ り、付加価値税 としての性質 をもつ多段 階の一般消費税 であるといわれてい る41)。物品税が課
税物品表 に掲げ られた個別物品のみを課税対象に していたのに対 して、消費税の場合には非課税物
品以外のすべての物 品及 びサービスが課税対象 とされている。
また、物 品税が製造段階又は小売段階での単段階での課税であ ったのに対 して、消費税 は製造、
卸及び小売のすべての段階を課税対象 としてい る。 これを多段階課税 という。
多段 階課税 の場合 には、課税の重複が発生す る可能性が あるが、 これを防止す るために、消費税
では、欧州の付加価値税にな らい、前段階税額控 除方式が取 られてい る。前段階税額控 除方式 とは
売上に係 る税額か ら仕入れに係 る税額 を控除す る方法を指 してお り、 この仕入 に係 る税額 の控 除の
ことを仕入税額控除 とい う。 この仕入税額控除の実施方法 において、欧州においてはイ ンボイス方
式が採用 されているのに対 して、我が国では帳簿方式が採用 されてい る42)。
我が国で インボイス方式が採用 されなかったのは、消費税導入 当時 の事情 を反映 した もので あ
41)消 費税 の導入 と同時に制定 された税制改革法の10条2項(消 費税の創設)は 、消費税 の性格について次
の とお'り規定 している。なお、百分の三は、導入当初の税率である。
「消費税は、事業者による商品の販売、役務の提供等の各段階において課税 し、経済に対す る中立性 を確
保す るために、課税の累積を排除する方式によるもの とし、その税率は、百分の三 とする。この場合において、
その仕組みについては、我が国における取引慣行及び納税者の事務負担に極力配慮 したものとする。」
42)税 制調査会 「わが国税制の現状 と課題一21世 紀 に向けた国民の参加 と選択」平成12年7月(2000)252
頁以下。
43)物 品税に代わる税金 として1986年 にインボイス方式を取 り入れた売上税の導入が図られたが、国会で廃
案 となった という経緯があ り、 これを踏まえ、消費税では事業者にな るべ く事務負担をかけない方式 とし
て帳簿方式が採用 されたものである。
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る43)。イ ンボイス とは売主が物品又 はサー ビスの本体価格に上乗せ した税額 を明記 して買主 に交付
され る書類 の ことで あ り、イ ンボイスの存在 が仕入税額控除 を行 うための条件 とされている。事業
者 は、仕入れに係 るイ ンボイスに記載 された税額を合計することで、仕入控除税額を算出す ること
が可能であ る。売上げに係 る税額か らこの仕入税額を控除 した残額 を国に納付す ることにな る。特
に、付加価値税導入当時、物 品やサー ビスの種類毎に税率が異なってお り、 こうした場合 において
は、イ ンボイスは必要不可欠 といえるものであった。他方、我が国では、単一税率が採用 された こ
ともあ り、 イ ンボイスの存在 を前提 とせず、所得税 や法人税の所得計算 の延長 として消費税 を計算
す るこ とが可能であ った。 そこで、事業者 の事務負担 に配慮 して帳簿方式が採用 された ものである。
なお、 ここで帳簿 方式 とは、請 求書等 を証拠資料 として、事業者の帳簿 に基づ いて、仕入控除税額
を計算 す るものの ことである。
我が国では、イ ンボイス方式が採用 されなかった ことか ら、インボイス制度 において実現 され る
ことが期待 されてい る売手 と買手の間の 「税 の連鎖」が不完全 なもの となっている。すなわち、帳
簿方式が採用 されてい るため、前段 階税額控除の制度 としては不完全 な面があ り、仕入先 が消費税
の納税 義務者であ るか否かを問わず、すべての仕 入について仕入税額控除が認め られ ることになっ
て いる44)。帳簿 方式 を採用 している場合であって も、消費税 の納税義務者か らの仕入れに限 り仕入
税額控 除を認め る制度 とす ることも可能であるが、個々の取引ご とに取 引先が課税事業者 であるか`
否か、 消費税 を転嫁 したか否 かの確認が必要 とな り、実施面での煩雑 さに耐 えられない と考 えられ
る。 したが って、現行 の方式 は、不合理 さはあ るものの、納税義務者限 りでの処理が可能で あ り、
その簡便 さか ら執行面での利点 を有 してい る。すなわち、消費税の執行 を所得課税 における帳簿記
録 をベース として行 える現行 の方式 は、執行の簡素化 の面で大 きなメ リッ トを有 している といえる。
3.納 税義務者 と税の転嫁
消費税 は、前述 の とお り付加価値税 タイプの間接税の一種 であって、納税義務者 たる事業者 と担
税者 た る消費者 が異なる ところに特徴がある。すなわち、納税義務者 たる事業者 は、その売上価格
に消費税 を上乗せ し、次の段 階の事業者又 は消費者 に税 を転嫁す ることが予定 されているものであ
る45)。消費者 は、価格の上昇 を通 じて消費税 を負担す ることになる。 このこ とは、所得税や法人税
の場合 には納税義務者がそのまま税の負担者 と.なる ことと比較 して、消費税の大 きな特徴 となって
い る4f)。
44)売 主が本体価格に消費税 を上乗せ していないにもかかわ らず、買主の側で税額控除できることか ら、税
収の喪失が生 じている。
45)消 費税法 には転嫁 に関す る規定は設けられていないが、税制改革法ll条1項(消 費税 の円滑かっ適正 な
転嫁)の 前半は、次のように規定 している。
「事業者は、消費に広 く薄 く負担 を求めるという消費税の性格にかんがみ、消費税 を円滑かっ適正 に転嫁す
るものとする。」
なお、転嫁 が行われず事業者が負担 した場合 には、結果的には事業者に対す る税 となってしまうおそれ




同 じく納税義務者 とはいいなが ら、所得課税の場合 と消費税 の場合では、その意 味す るところが
大 き く異なっている。 ところが、 こうした相違点は従来 それほ ど強 くは意識 されて こなかったよ う
に思われ る。 これは、我が国の消費税が帳簿方式を採用 し、所得課税 に併せて消費税 を計算す る と
い う仕組 みが取 られてきたためで はないか と思われる。
しか しなが ら、消費税 の本来の意義 を考慮 すると、所得課税 の納税義務者 と消費税 の納税義務者
に性質の違 いにもつ と関心が向けられて よいのではないか。すなわち、所得課税の場合 には、税 の
負担者が誰で その負担額 を どれだ けであるかが基本的 な問題であ り、 したがって、 それ を算出す る
ために所得の帰属 を明確 にす ることは重要 である。 これに対 して消費税 の場合 には、納税義務者 で
あ る事業者 は、本来の税 の負担者である消費者への税の転嫁 とい う役割 を担ってい るに過 ぎず、い
わば、徴税の代理人 ともいえる立場にある47)。この違いは明確 に認識 され る必要があると考 える。
4.消 費税の論理の検討
以上の検討の結果、消費税 における組合形式の事業体に係 る課税の問題 については、消費税の視
点(論 理)か らアプローチす る必要があるのではないか と考 える。 そこで、消費税法が求めて いる
事業者性 の要件や免税 点の要件、 それに、基準期間の制度 に表れている事前確定の要件な どの意味
について、以下で検討 してみたい。
(1)事 業者性が要求されている意味
消費税 において納税義務者 が事業者で あって事業 として行 った取 引に限 り課税 され るこ とになっ
てい るのは何故であろうか。 これ は必ず しも消費税 の本質 か らきたものではな く、主 として執行上
の便宜のためで あると考 えられ る48)。偶発的な資産 の譲渡等や役務 の提供であっても、 それが免税
点を超 えた場合には、それに対応 す る課税期間に行われ る資産 の譲渡等が、た とえ僅 かな金額で あっ
て も課税対象 とな る。その結果、本来、必要 のない申告 と納税が行われ る。 このことは、納税義務
者 と行政 の双方に とって無駄 なコス トであ る。 また、給与所得者が事 業者か ら除外 されてい るは、
申告・納付な ど納税義務者 と行政側 の双方 の無駄 を省 くことが 目的である と考 えられてい るこ とも、
この ことを裏付 けるもの といえよ う。
(2)免 税点が設 けられ てい る意味
消費税において免税点が設 けられている趣 旨ない し意義 は何であろ うか。
消費税における免税点制度の趣 旨は、所得税 における非課税所得や所得控除の制度 とは異なるも
ので ある。後者 は、税 の負担者 として の所得税 の納税義務者 の負担能力に配慮 した ものである49)。
これに対 して、消費税は、税を負担す るのは消費者 であ り事業者は税 を転嫁す るに過 ぎないので あ
るが、 それにもかかわ らず相当に高額 の免税 点が設け られたのは、小規模零細業者 の場合 には確実
46)こ うした税の性格の違いか ら、所得税や法人税を 「直接税」、消費税を 「間接税」 と分類することがある。
47)消 費税の納税義務者の立場は、源泉徴収制度における源泉徴収義務者の立場 に似た一面があるといえる。
48)水 野 ・前掲注(3)676頁 。消費税の納税義務者が個人事業者及び法人に限定 されていることに関連 して、
付加価値税は企業 による付加価値に対する課税であって、最終消費者 たる家計に対 して販売する主体 とし
て企業は広 くとらえることが可能であることから、 「企業の定義を事業者 に限定するのは、行政の実行可能
性 を理由 とするにすぎないように考えられ る」 とされる。
49)金 子 ・前掲注(12)194頁 。
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な転嫁が困難 であ るとい う主張や消費税 の導入に伴 う事務負担 に配慮 した ものである と言 われてい
る50)。売上高 がわずかの事業者 に消費税 の納税義務 を課することは、記帳や申告のコス ト面 と考 え
ると、納税義務者 に とって も行政 に とっても非効率 といえる。
ただ し、免税点が高 くな りす ぎる場合 には、不公平 が拡大 する。 この点は、我が国では益税 の問
題 として捉 えられてきてい る51)。しか しなが ら、 この問題 は、基本的には事業者間の競争条件 に関'
す る ものであ る。例 えば、二人 の事業者 が小売業 を営んでお り、同一の商品を販売 しているとす る。
一方が課税事業者で他方 が免税事業者 とす ると、免税事業者 のほ うが課税事業者 よ りも安 い価格で
販売す ることが可能であ る。 これは、免税事 業者 を不 当に有利に扱 うことになる。 したが って、免
税点が合理 的な水準を超 えて高 くな りすぎると、事業者間の競争条件を阻害 し、課税 の中立性 に反
す る結果を もた らす ことになる。
(3)基 準期間制度 の持つ意味
消費税 における免税点 を超 えるか否 かの判定 は、取 引が行われた課税期間ではな く、2年 前の基
準期間 において行 うもの とされてい る。 この ことの意味は、当該取引を行 う時点で、事業者 に とっ
て消費税の転嫁 を行 う必要 があるか否 かが判明 していることが必要 である ことに よるものである。
消費税 は課税期間が終わ った後 に、事後的に納税義務の有無を判断す るのではない。課税期間が始
まる前 に納税 義務 の有無が確定 している ことが必要 なのである。 したが って、基準期間の制度 は、
消費税 の仕組みの基本 に関わ るもであ り、 また、価格転嫁がスムーズに行われることを確保す るた
めの制度 といえる。
この ことは、組合形式の事業体の場合に、 この判定を構成員段階で行 うといた場合 には、各構成
員の基準期間の状況 を、事業体が課税期間の開始時点で完全に把握 してお く必要があることを意味
す る。 また、構成員 に課税事業者 と免税事業者が混在 していた場合には、その ことを価格転嫁 に ど
の よ うに反映 させ るか とい う困難な問題 が生ず る。
(4)取 引先 との関係(イ ンボイス制度 との関連)
我 が国の消費税 は、欧州の付加価値税 のよ うなインボイス制度 をとらず、帳簿方式 を採用 してい
るこ とか ら、取 引先 との関係で は、特段 の問題 は発生 しない。仕入金額の うちの本体価格 と消費税
額 の実際の内訳 とは無関係 に、 その総額 の105分 の4が 仕入 に係 る消費税額 とされ るか らである52)。
ただ し、将来、 インボイス制度が導入された場合 には、取 引先 との関係 が重要 となる。仕 入につ
いては、イ ンボイスを受 け取れ るか どうかで、仕入税額控除の可否が決 まる ことにな る。 また、売
上げにおいては、イ ンボイスを発行 した場合 に限 り、取 引先 は仕入税額控 除ができることとなる。
消費税 は、基本的 には、取 引連鎖を通 じた税 の転嫁 を想定 した税で あ り、仕入先 との関係及 び販
売先 との取 引において課税関係を明確 に してお くことが求め られているといえる。
50)金 子 ・前掲注(12)533頁 。
51)税 制調査会 ・前掲注(42)260頁 。




5.消 費税 の論理か らの問題点へのアプローチ
上記に示 した消費税 の論理を踏 まえて、組合形式 の事業体 に対 す るパススルー課税 における二つ
方式、すなわち、事業体判定方式 と構成員判定方式の妥当性につ いて、比較 を試みることとしたい。
(1)事 業者性 の問題
上記で検討 した とお り、消費税 において納税義務者 に事業者性 が要求 されているのは、給与所得
者 や偶発的な取引を行 った者 までが納税義務者 とな ることを防止す ることであった。
組合形式 の事業体 を考 えた場合、組合員数が少ない場合には、事業体 レベルで事業者性 を有 して
いる と判定 され る場合 には組合員 レベルで も事業者性が ある と判定 され る可能性 が高 いで あろう。
これに対 して組合員数が多い場合 には、事業体 レベルでは事業者性を有す ると判定 され るが組合員
レベルで は事業者性がない と判定 され る可能性 が高いので はないか。
逆 に、組合員 レベルでは事業者性があ ると判定 され るにもかかわ らず、事業体 レベルでは事業者
性がない と判定 され るとい う状況は考 えに くい。
以上か らして、事業者性 の判断には、事業体判定方式が妥当 と考 えられ る。
(2)免 税点の問題
免税点 については、 それが高すぎる場合 には益税の問題が大 き くなるほか、事業者間の競争条件
に悪影響 を及 ぼす もので あ り、逆に、 それが低すぎる場合 には執行 コス トの面で不利益が生ず るこ
とか ら、その利害得失やバ ランスを考慮 して、その水準 が決定 されてい るもの と考 え られ る。現在
は千万円で あ り、 これが現時点での妥 当な水準 とされてい るわ けで ある。 したがって、実質的に こ
れよ り高 くなるのも、低 くな るのも好 ま しくない といえる。
この免税点について、事業者判定方式 を適用す るとどうなるであろ うか。事業者段階で千万円を
超 えた段 階で納税義務 が発生す る。実際 に申告 ・納付す るのは構成員である。構成員が少数で あれ
ば問題ない と思われ る。 しか し、構成員が多人数 となった場合 には、小 さな金額で も申告 ・納税 が
必要 となる。例 えば、構成員の数が10人 であれぼ、構成員段階での免税点 は実質的に百万円 とな る。
極端 なケース として組合員が100人 とす る と、免税 点 は十万 円 となる。 これでは、執行上 のコス ト
を軽減す るとい う、免税点 を設けた趣 旨が失われ ることにな る。
構成員判定方式を適用 した場合 にはどうな るであろうか。構成員段階で免税点が判定 され ること
にな る。 この場合において、免税点が個々の組合員に適用 される とする と、構成員が多数 とな ると
困 った事態 となる。例 えば、構成員の数 が10人 の場合、事業体 としての免税点 は1億 円 とな り、競
争条件 に悪影響がで る可能性が ある。社員が10人 の合 同会社を想定 して比較 して も、その違いの大
きさが明 らかで ある。
したがって、 いずれの方式を適用す るに して も、組合員 の数が多 くなる と、免税点を設 けた趣 旨
が損なわれ、矛盾が大 き くな ると考 えられ る。
(3)価 格転嫁 の問題
価格転嫁の問題 は、事業者性や免税点の問題 と連動 している。事業者性 と免税点をクリア した場
合 において納税義務が発生 し、事業者 は販売価格 に消費税 を上乗せす ることが必要 になる。
事業体判定方式 を適用 した場合 には、事業体 として消費税の上乗せをするか否かの判定をす るこ
とになる。 これは、比較的簡単であろ う。
他方、構成員判定方式 を適用 した場合 には、個々の構成員 の判定結果を合計する必要があ る。例
えば、構成員 の半数が課税事業者 に該当 し、残 りの半数が免税事業者 であ った場合 には、事業体
としては半分の価格転嫁(す なわち、本体価格の5%で はな く、2.5%の 上乗せ)と い う結果 にな る。
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これ は、消費税の転嫁 のための制度 として、やや不合理である。
(4)イ ンボイス制度が導入 された場合 の問題
イ ンボイス に関す る議論は仮定の問題 である。 これは、価格転嫁 とか らむ問題 である。 また、組
合形式 の事業体 自体がイ ンボイスを発行 する権利 を有するか どうかが問題 となる。
事業体 にイ ンボイス発行 の権利が認め られている場合 には、仕入 に係 る税額 の控除が可能 であ り、
かっ、売上に消費税 を転嫁 することが可能 とな る。他方、事業体 にイ ンボイス発行の権利が認 め ら
れない場合 には、仕入 に係 る税額の控除はで きず、かつ、売 上に消費税 を転嫁す ることはできない。
なお、事 業体 にはイ ンボイスの発行 の権利 はないが、構成員た る組合員がイ ンボイスの発行の権
利 を有 してい るとい うことが あ り得 る。 こうした場合 に組合員にインボイスの発行 を認 めると、事
業主体 とイ ンボイスの発行主体 が分離す るとい う事態 となる。
6.所 得課税 と消費税 の論理 の違 い
以上のよ うに、組合形式の事業体 の課税上 の取扱 いについて、消費税の場合 には、所得課税の場
合 とは、課税の論理が異 なっていると思われ る。 そこで、 ここで は、 いったん論点 を整理 しておき
たい。
所得課税の場合 には、事業体 と構成員 の問題 は、事業体段階での課税 を回避 するこ とが可能か否
かに関心が よせ られてい る。 当該事業体が法人あるいは人格 なき社団である とされた場合 には、事
業体段階で法人税が課税 され、その利益 の分配 において組合員段 階で、組合員が個人の場合 には所
得税又 は組合員が法人の場合 には法人税が課税 され る。
パ ススルーが可能であれ ぼ、事業体段階での法人税 の課税 は回避 され、直ちに、組合員段 階での
課税 のみ とな る。 しか しなが ら、事業 は事業体 として行われてお り、必ず しも組合員 ご とに明確 に
分割で きるものではない ことか ら、いか にして事業体の課税 上の権利 ・義務 あるいは属性 を組合員
に帰属 させ るか、 とい う問題 が発生 する。 この分野 では法律 上の手当てがな く、実務上、通達で手
当て されている53)。基本 的には、利益 の額 または損失 の額 を組合員 に分配又負担 させ るか、収 入金額、
支出金額、資産 、負債等 を組合員に分配又は負担 させ るかであ り、その中間形 態を取 ることも認 め
られている。所得課税 においては、法人税が個人 に対する所得税の前取 りであるとい う考 え方を前
提 とす ると、事業体 と構成員 の関係 において も、構成員 に対 する所得税(法 人であれば法人税)の
課税 が適正 に行 われ るか否 かが最終的に重要な課題 となる。適正 な所 得課税を実現す るため に、 ど
うすべきか。前取 りとしての事業体段階での課税 を行 うべきか否か、そ して、最終段 階 としての構
成員段階で所得 をいか に正確 に把握す るか(担 税力 に見合った課税 をいかに して実現 するか)が 所
得課税の課題 である と思われ る。
これ に対 して、消費税 の場合 には、事業体 の行 った資産の譲渡等や課税仕入れ をその構成員 に分
割 し配分す る必要が あるのか、すなわち、何故パススルー課税 が必要 なのか、 あるいは、何故構成
員 に仕 入れ及 び売上 を配分 しな ければな らないのかを問 う必要 があると思われ る。消費税制度が税
の円滑な転嫁 を目的 としていることか らす ると、事業体の構成員 に帰属す る売上や仕入れを正確 に
把握す ることはさほ ど重要な課題ではない。重要 なのは事業体 の行 う仕入取 引及び売上取 引におい
て、消費税が適正 に転嫁 されてい くことである。 したがって、組合員への消費税の配分を何 のため
53)所 得税 基本 通達36・37共 一20、 法人税基本 通達14-1-2。
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に行 うのか、再考す る必要があ ると思 われ る。事業体 レベルで消費税の処理が完了することが、税
の性質か ら望 ましいのではないか。あえて、消費税 の納税義務 を組合員に分割 して帰属 させ る意味
が見 出せない。可能な限 り、事業体の段階で、構成員 たる組合員が関与 しない形で、仕入れに係 る
消費税 を売上 を通 じて次 の事業者(又 は、消費者)に 転嫁 させ る仕組みが妥当ではないか と考 え ら
れ る。
7.小 括
以上の とお り、組合形式 の事業体 によ り事業が行われた場合 において、消費税 の取扱 いは、その
事業者該 当性や免税点 との関連で価格転嫁 の問題が発生す ることが明か らにされた。現 時点で も問
題 はあるが、将来イ ンボイス制度が導入 された場合 には、取引相手 との関係 において、解決の困難
な問題 が発生す ると思われ る。
組合形式の事業体においては、事業主体 と課税主体の分離が困難な問題 を生 じさせ る。事業 は組
合員か ら独立 した存在 の事業体が行 って いるにもかかわ らず、消費税 の課税 において事業体 を存在
しないもの として組合員が直接事業を行 った もの として扱 うか、又 は、いったん は事業体 が事業を
行いそれが組合員 に帰属す るとして扱 うのか、いずれ にして も、 こうしたパススルー方式に よる処
理 といって も、具体的な処理 に当た っては多 くの疑問の生ず る余地があ り、執行面で多大の困難を
発生 させ る可能性が ある。 こうした困難 は、特 に、インボイス制度が導入された場合 に表面化す る
で あろう。現時点で は、帳簿方式が採用 されてお り、直ちに不都合が生ず ることはないが、それで
も消費税の価格転嫁 のあ り方について疑 問が生ず る。 したがって、何 らかの手当てが必要 と思われ
る。
次章で は、以上のよ うな問題点を解決する方法 として、パ ススルー課税の限界 を明 らかにし、組
合形式の事業体 その ものを納税義務者 として扱 う可能性 を探 ることとしたい。
N問 題点の解決に向けて
1.欧 州 の付加価値税 における取扱 い との比較
我 が国における組合形式の事業体をめ ぐる消費税 の問題 は、いわゆ る帳簿方式を採用 している我
が国に特有 のもので はないか と思われ る。すなわち、納税義務者 の登録制度 とインボイス制度が採
用 されてい る国 においては、 こうした問題 は発生 しないのではないか と思われ る。
この点に関連 して、欧州 の付加価 値税 の取扱 いについて、欧州共同体(EC)の 付加価値税第6
次指令 をみてお くこととしたい54)。
第6次 指令 は、第4条 において、納税義務者 について規定 してお り、その1項 は、資産の販売や
役務 の提供 といった経済活動 を 「独立 して行 う者 」が納税義務者 とな る旨を規定 してい る。 「者 」
につ いては、個人 または法人 に限定 して いない。 なお、ここでの 「独立 して」に関連 して、4項 で、




雇 用 契 約 に よ り働 く者 を除 外 す るこ とが 明 記 され て い る。
こ こで 問題 とな るの が 「パ ー トナー シ ップ」 の 扱 い で あるが、 具体 的 に は、各 国 の立 法 に委 ね ら
れ て い る。 例 え ば、 英 国 で は、LLP(Limitedliabilitypartnership)は、 組 合 員 か ら独 立 した法
的地 位 が与 え られ て お り、 付加 価値 税 にお い て は法 人 とみな され て、 付加価 値 税 の登 録 義務 が課 さ
れ て い る55)。な お、 欧 州 で は 、一般 に、 付加 価 値税 は イ ンボイ ス制 度 が採 用 され て お り、 納 税義 務
者 の登 録 制 度 と一 体 と して運 用 され て い る。
2.パ ススルー課税への疑問
組合形式の事業体の一種 としてのLLPに 係 る問題の本質は、実質的 には事業体 として独 自の活動
を行 いっっ、事業体 として法人税の課税 を受けるこ とを回避す るためにあえて組合 としての法形 式 一
を維持 しようとして いるところにあ ると思われる。つま り、実質 的に法人 と同様 な活動 を行い うる
事業体であ りなが ら、組合員の有限責任 を実現 し、かつ、事業体 としての課税 をパススルーするこ
とがLLPの 狙 い となっている。事業体段階での課税 をパス し、構成員の段階で課税 を受 けることで
目的は達成 され る56)。
ところが、消費税 においては、前章でみた通 り、事業体課税 をパススルーす ることに課税上の意
味を見 出す こ とができない。消費税の構成員課税 は問題 を複雑 にす るだけである。む しろ、事業体
として独立 した事業活動が存在する場合 には、事業体 そのものを消費税の転嫁のサイ クルに取 り込
む ことが望 ましいので はないか と考 えられ る。組合員の固有 の事業活動関連 した消費税 の属性 とは
切 り離 し、事業体 の事業そのものを消費税の対象 とす るのが望 ましい。
消費税の取扱 いを所得課税の取扱いに連動 させ ることは、消費税 に固有の解決困難 な問題 を発生
させ る可能性が ある。所得課税 と消費税 は、異 なった課税原理を有 してお り、双方を連動 して扱 う
ことが必 ず しも良好な結果 を生 みださない。所得税及 び法人税 といった所得課税 においては、納税
義務者の所得(特 に・最終的 な担税者で ある個人 の所得)の 正確 な把握が 目的であるの に対 して、
消費税 において は、納税義務者(す なわち、事業者)に よる適正な価格転嫁 を通 じて価格上昇 とい
う形 で消費者 に税 を負担 させ ることが目的で ある。従 って、それぞれの目的に合致 した取扱 いが望
ましい。
3.消 費税 の納税義務者 の性格
消費税の納税義務者 とは何か をみておきたい。
消費税 は、税 の種類 としては、付加価値税 の一種 であるが、全 ての経済活動が付加価値税 の対象
となるのではな く、事業 としてのレベルに達 したもののみが課税対象 とされ る。欧州における付加
価値税の納税義務者 としての地位 は、事業の レベルの達 した者又 は必要 な登録を行った者に限定 さ
れ る ものであ る。個人 の行 う偶発的な譲渡や趣味の活動 は、通常 は 「事業(business)」 の レベル
に達す ることはな く、課税対象外 とされている。 また、サラ リーマンな どの被用者 が雇用主 に提供
55)Alan・ 前掲 注(54)97頁 。 多 くの国 で、パ ー トナー シ ップは法人 とみ なされて、登録 義務が課 され てい る。
なお、 「英 国 につ いて は、Tolley'sValueAddedTax(2004SecondEdition)p.1139を 参考 とした。
56)但 し、2005年 度税制 改正 において、組合 課税 であ る ことを利用 し事業 体で生 じた損 失の租税 回避 的 な利
用 を防止 す るため に、 損失利 用 の制 限の規定 が設 け られて いる。
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す る役務 は、本来 は課税対 象 とな りうるものであ るが、課税 されてい る例 はない といわれてい る。
被用者の生 み出す付加価値 は、通常 は、雇用主 の生み出す付加価値 に吸収 され るこ とになる57;。
我が国の消費税 においても、給与所得者については、給与所得者 は個人事業者の概念 に当 らない
と考 え られ るほか58)、仕入税額控除 において も、給与所得 を対象 とす る役務 の提供 は対象か ら除外
されてい る59)。なお、我が 国では、消費税 に係 る登録制度6()は採用 されていない。基 準期 間にお




所得課税 においては、実務上三つの仕組みが用意 されているのは何故であろうか。 これは、前述
の とお り組合形 式での事業活動 とい っても、 その実態 は様々であ り、組合員固有の活動か ら離れ組
合 としての独 自性 の強いものか ら、単 なる組合員の連合体 のよ うなものまで あることを反 映 した も
の と考 えられ る。組合 として独立性 が強 く独 自に事業活動 を営んでいる場合 には、組合が得 た収入
や支 出を組合員に分割 して帰属 させ ることは現実的でない と考 えられたので はないか。 そこで、組
合 の事業活動のみに基 づいて組合員の損益計算 とは独立に所得 または損失 を算出 し、 これを組合員
に出資割合等に応 じて帰属 させ ることに したもの と思われ る。 また、最終的 には構成員の所得の把
握 を目的 としてい る所得課税 の性格 か らして、あえて、事業体 の収入や支出、更には資産や負債 を、
個々 の組合員に分割 し帰属 させ るべ き特段 の必要性が なかった ことによるもので あろ う。
(2)消 費税 におけるパススルー課税
消費税 の場合には総額主義的な処理方法のみが実務で認 め られている。所得課税 の場合における
純額法的な処理方法(所 得課税 にお ける所得や損失 の配分 の方法 に準 じて、事業体 の負担する最終
的な税額 あるいは還付 となる金額を算出 し、 これを各組合員 に配分す るとい う方法)が 取 れないの
であろ うか。 とれない とすれ ば、 それは何故であろ うか61)。それ は、消費税 の場合 には、売上に係
る税額 と仕入に係 る税額 の差額 を配分す るとい う方式が、消費税 の基本的な考 え方に合致 しない こ
とによるもの と思われ る。すなわち、消費税 の場合 には、売上に係 る消費税 と仕入に係 る消費税 は
別個 に成立す るものであ り、差額の配分 とい う考 え方 は消費税 の仕組み と相容れないもの と考 えら
れる。そ うす ると、事業体 として独 自に事業活動を行 っているようなケース において、パススルー
57)こ のパ ラグラフの記述は、Alan・ 前掲注(54)89頁 か ら90頁 を参考 としている。
58)基 通1-1-1(個 人事業者 と給与所得者の区分)に おいて、雇用契約等により役務を提供 している者
は個人事業者に該当しないことを明らかに している。
59)法2条1項12号 の 「課税仕入れ」の定義の括弧書きにおいて、所得税法28条1項(給 与所得)に 規定す
る給与等を対価 とする役務 の提供が、課税仕入れから除外 されている。
60)こ こで 「登録制度」 というのは、消費税の納税義務者 としての登録を行った者のみが消費税額が記載 さ
れたインボイスを発行す ることが認められ、また、インボイスを受け取 った場合に消費税額の仕入税額控
除を行 うことを認める制度であ り、インボイス制度を密接に関連 したものである。我が国が昭和61年 に導
入 しようとした 「売上税」は、インボイス制度及び登録制度を有 していた。
61)現 行通達(基 通1-3-1(共 同事業に係 る消費税の納税義務))は 、 こうした方法を認めていない。
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課税 を行 うこ とは不合理 とい うことにな る。
消費税の性質 か らす る と、構 成員への売上や仕入の配分を行 うことではな く、実際に事業を行 っ
てい る事業体その ものの消費税の計算が重要である。その売上が消費税の課税対象 となるのか否か、
そ して、消費税 を本体価格 に上乗せ し転嫁 をす るのか どうかは、事業体 の段階で判断す るのが合理
的であ る。 これを構 成員た る組合員 レベルで判断 しようとすることは、非現実 的で あ り不合理で あ
る。 た とえば、LLPの ように個 々の構成員 か ら独立 して事業を行 うことが予定 されている事業体の
場合 には、事業体 その もので消費税 の課税面 の属性 を判断で きるよ うにすべきであ る。 この場合、
事業体 しての消費税の課税結果を、 あえて組合員 に帰属 させ る意味 はみいだせない。
(3)所 得課税 と消費税 との税 の負担者の比較
所得課税 において は、組合形 式の事業体で発生 した損益は、税 の負担者であ る組合員の所得計算
に正確 に反 映 させ る必要が ある。 ところが、消費税 の場合には、事業者 は税の負担者 ではな く、あ
くまでも税 を次 の取引相手 に転嫁 させ るとい う役割 を担 ってい るものである。事業体 と第三者 との
取 引が行われ、税の価格転嫁が行われれば、消費税 の問題 は基本的 には完了す る。事業体 の消費税
に係 る課税関係の結果 を組合員 に分配 し帰属 させ ることは、消費税 の性格か ら して無意味であ る。
それ をあえて行 えば、混乱 を招 くだけである。 したが って、そ うした混乱 は可能な限 り回避すべ き
である。立法 的な解決 が図 られ ることが最 も望 ま しいが、現行法 の解釈 あるいは運用 において何 ら
かの解決の可能性がないか以下 で検討 してみたい。
5.解 決 の方向 と解決策の提案
く1)解 決の方向
解決の方 向は、事業者性の要件や免税点の要件 が求 められている趣 旨が損 なわれないこと、円滑
な消費税 の価格転嫁 を可能 とするものであ ること、 そ して、将来のインボイス制度導入を も視野 に
入れた ものであることが望 ましい。
事業者性 の要件 や免税点の要件は、消費税が価格面で事業者間の競争を歪 めない こと(課 税の中
立性)と 執行 の簡素化 の観点か ら免税点以下 の納税義務者が生 じない ことを求め るものである。パ
ススルー課税 は、意 図せ ざる免税点 の引下 げ又は引上 げにつなが ることになる。
また、消費税 は価格転嫁 によ り円滑に最終消費者に負担され ることが望 ま しい税であ ることか ら、
価格転嫁 に とって支 障 とな らないよ うな仕組みが採用 される ことが望 ま しい。パ ススルー課税 は、
価格転嫁 の面で混乱 を招 くおそれが ある。
将来 イ ンボイス制度が導入 され る可能性 があるが、 こうした制度の導入に とって支障 とな らない
こ とが望 まれ る。パ ススルー課税は、イ ンボイス制度の導入 に とって支障 となる可能性 がある。
以上の前提の もとで、解 決策 を探 ってみたい。
(2)組 合形式 の事業体 の分類
組合形 式の事業体 といっても実態 は多様 である と思われ るが、パ ススルーの問題解決 のために、
事業体 と組合 員 との関係 か ら三種類 に分類 してみたい。一つ は、 いわゆ る社 団的 な事業体で ある。
これ は税法 上、 「人格 のない社 団等」 として法人をみなされてお り、事業体その ものが納税 義務者
とな る。二つ は、社団 とまではいえないが個々の組合員からは独立 した事業活動 を行 っているもの
で、LLPは 典型例 のひ とつ といえるであろう。三つには、 これ ら以外のもの、すなわち、事業体が
組合員 か ら独立 してお らず、単 なる組合員 の集合体 といえるものである。言 い換 える と、組合員 の
事業の延長 として事業体 の事業がある とい うケースであ る。 この場合 には、事業体ではな く、構成
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員に直接に売上あ るいは仕入が帰属 し、構成員 の段階で消費税の計算を行 うことがむ しろ合理的で
あろ う。建設業者 による共 同事業体がその典型であ る。
(3)解 決の必要 なケース と解決策
以上の分類で、解決が必要なのは、二つ 目のケース、つま り、従来の解釈では 「人格のない社団
等」 には該 当 しないが、組合員か らは独立 した存在 として事業を行 っているケースである。
解決のための糸 口 として、組合形式 の事業体の課税において、実務上、所得課税 では三つの方式
が用意 されてい るのに、消費税で は一つの方式 しか用意 されていない点 に着 目したい。即ち、所得
課税 では総額法のほか純額法な どの選択が可能であ り、消費税 では総額法のみが適用可能である。
消費税 で純額法の取 るこ とが困難な理 由は前述 の通 りであるが、 この ことは、純額法を取 らざる
・を得 ないよ うなケースではパススルー課税 を適用 することが望 ましくないことを示す もの と言えな
いであろ うか。す なわち、所得課税 において純額法 を取 ることが妥当 とされ るケース において は、
消費税のパ ススルー課税 は適用すべきで はない と言 えるのではないか。
議論 を整理す ると、組合形式の事業体には、総額法の適用が妥 当す るもの と純額法の適用が妥当
するものが ある。前者 のおいては、現行法 を前提 とす るかぎ り、所得課税 も消費税 もパススルー課
税 を適用す ることになろ う。後者 においては、所得課税 ではパスルー課税 が行われ るにして も、消
費税 においてはパススルー課税 を行 わない ことが妥当ではないか、 とい うことである。
(4)人 格 のない社団等の解釈
組合形式の事業体 に純額法 を適用す ることが妥 当であ るケースにおいてパススルー課税 を回避す
るにはどうすればよいか。現行法を前提 にす る と、ひ とつのアイデア として、 こうした純額法が妥
当す るような事業体 は、 「人格のない社 団等」に該 当す る として、法人 とみなして課税す ることで
ある。 この点について、以下検討 してみたい。
現在 、組合形式の事業体 であってもそれが人格 のない社団等 に該当す る場合には、法人 とみな し
て消費税 の納税義務者 とされている。組合形式 の事業体、例 えば、LLPに つ いては、所得課税 の面
での考慮か ら、人格 のない社団等 に該当 しない ことが前提 として議論が進 め られてい るが、消費税
の面か らは、組合員 の単な る共同事業体 ではな く、事業体が構成員か ら独立 した存在 として事業 を
行 っている場合 には、「人格 のない社団等」に該 当す ると解釈す ることはできないであろ うか。なお、
前述の とお り、 「人格 のない社団等」は消費税法2条1項7号 において、 「法人でない社団又は財団
で あって、代表者又 は管理人の定 めの あるものをい う」 と定義 されている。 ここで、 「社 団」 とは
何かが改 めて問題 とな る62)。社団 と組合 の区分 はそれほ ど明確 なものではな く、LLPの ような組合
員の有限責任 を認めている組織 につ いては、社団 と組合の双方の特徴 を有 していることか ら、 これ
を社団ではない と言い切 ることも難 しいのではないか と思われ る63)。そ こで、消費税 の税 の特質 を
考慮 して、 「人格 のない社団等」の範 囲を若干拡大 しては どうか と考えたものであ る。
以上は、所得課税 の面での解釈 をす こし離れて、消費税 の面では事業体課税を実現 するための工
62)四 宮和夫 ・能見善久 「民法総則」(弘 文堂、第6版 、2002)100頁 では、組合 と社団についてその特徴 と
されるところを比較 しつつ、「もっとも、以上のような差異は単なる理念型的対立 に過ぎない。民法は、組
合 について しか規定 していないし(社 団については法人になった場合の規定 しかない)、現実の団体のなか
には、両類型の中間的なもの も少な くない。組合契約の形式をとるも(ρのなかでも、継続 的存在を有 し代
表者の定めのあるものは、社団に準ず る団体性を有すると考 えられ、… 」 とされている。
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夫 である。 これは、執行上 の便宜を考慮 したもので あ り、実質的には組合 に近い といわれ る合 同会
社 の消費税 上の取扱 い(合 同会社が行 った課税仕入れや資産 の譲渡等 については、合同会社に法人
格 があ るとい う理 由で法人 として事業体課税 を受 け、構成員は消費税 とは無 関係 とな る。)と 比較
す ると、 それほ ど不合理 な もの とも思われ ない。 また、納税義務者 の立場か らしても、事業体段階
で消費税の処理が完了す ることが不利益 になるとは思われない。
これは、結果的 には、所得課税 と消費税 とで、 「人格 のない社 団等」 に該 当す る範 囲の解釈 に差
異 を発生 させ ることにな る。 また、「人格 のない社団等」の解釈 が従来 の通説 か ら離れることにな る。
この点 には大 きな抵抗感が残 るであろう。ただ し、法律 によって同一用語であっても意味が異 なる
ことはそれ ほ ど異例 なこ とではない。例 えば、 「事業」の概 念 は、所得税 と消費税では異なる とい
われて いる図)。
したが って、消費税 の場合 には、消費税 の目的に合わせて、組合形 式の事業体 の うち、LLPの よ
うに組合員 とは独 自の活動 を行 うこ とが予定 されているものについては、人格 なき社団等 に該当す
る との解釈 を行 う。そ うす るこ とが、法人 とみなして消費税法を適用す ることが可能 とな る。す く
な くとも、立法的解決が行われ るまでの、一時的な解決 となるのではないか と思われる。 こうした
取扱い は、納税義務者 に とって も執行 当局 に とって も、便宜な ものではないか、 と考 える。
(5)登 録制 の導入
ところで、上記 のよ うな解釈 の弾力化 を行お うとした場合 には、どの事業体 がパススルー課税(構
成員課税)と な り、 どの事業体 が事業体課税 とな るのかについて実務上混乱が発生する可能性があ
る。な お、 こうした混乱 は、現時点で も、 「人格 のない社団等」への該 当性 を巡 って発生 しうるも
のであ る。
そ こで、実務面 での混乱 を避 けるために、組合形式の事業体 の うち比較 的組合員か らの独立性 の
高い ものについて、通達ベースで、納税者 か らの申請 に基づいた登録制(消 費税 に限定 した納税義
務者 の登録制)の 仕組みを取 り入れるこ とは出来ないであろ うか。いわぼ、納税者 と税務 当局 との
問の合意 によ り組合形式の事業体に係 る消費税の取扱いを明確 にす るものであるが、 こうした明確
化 は納税者 に とって も、執行 当局に とって も有益 ではないか と思われ る65)。
(6)立 法的解決
63)四 宮 ・前掲注(4の1)146頁 以下。「「社団の実体」を有す るが、法人格 をもたない団体 を一般に権利
能力なき社団 という。 「社団の実体」を有するとは、団体 としての組織を有 し、多数決原理によって団体の
意思決定が行われ、構成員の変更に もかかわらず、団体 そのものが存続するような団体 としての実体をい
う(最 判昭和39・10・15民 集18-8-1671〔 百選1-8〕)」 とされている。 さらに、法人格取得の固有の
効果について、団体名義 による財産 の取得、団体債権者のための責任財産の創出、団体構成員の有限責任
の3点 が問題 となるとされ、その うち、特に後の2点 について、両者は密接な関係にあ り、「団体債権者のた
.めの責任財産が安定 している場合には構成員の有限責任が伴い、それが不安定な場合には(構 成員への利
益配当な どで団体財産が減少す る可能性がある場合)に は構成員の無限責任で補完するとい う関係にある
ことに注意すべきである」 とされている。
64)金 子 ・前掲注(12)538頁 。
65)こ うした納税者 と税務 当局 との間の合意は珍 しい ことではな く、例 えば、移転価格 における事前確認に
おいてみることができる。
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現行法 を前提 としつつ、解決 を図るには限界があるのは明 らかである。 したがって、立法的解決
が図 られ ることが望 ましいのはもちろんであ り、 その場合 には、事業体課税 を明確化す る方向で改
正がなされ ることが望 ま しい と考 える。
・具体 的には、実質的に独立 した事業活動を行っている事業体 については、基準を明確 に した うえ
で、法人 とみな して課税す ると規定す ることである。その結果、免税点 は事業体 の段階で判断する
こととされ る。免税 点以下であれば課税 させず、免税 点を超 えていれば課税 され ることになる。事
業体は、個々の組合員 の消費税 に関す る属性 を知 る必要 はな く、売上価格への消費税の転嫁の必要
性の判断 を行 うことが可能 となる。
また、消費税 の課税 の有無が、組合員の新規加入や脱退 にも影響 されない ことになる。
こうした解決策 は、インボイス制度の導入 とも関連があ り、遅 くともインボイス制度の導入 まで
に整備 され ることが望 ま しい。
6.予 想 される反論
上記の解 決策 については、二つの反論が あ りうる。一 つは、所得課税 と消費税 との問で、 「人格
のない社 団等」 の解釈 に差異 が生ず るこ とへの批判であ る。 もう一つは、所得課税(所 得税及び法
人税)の 納税義務者 と消費税 の納税義務者の範囲が一致 しな くなることで ある。組合形式 の事業体
の一部において、所得課税 においては、組合員が納税義務者であるのに対 して、消費税 では事業体
が納税義務者 となるとい うケースが出現す る。
一つめの批判 については、 同一の用語であって も法律 の目的によって範囲が異な るこ とがあ りう
ること、登録制 によ り混乱を回避す ることで対応可能 と思われ るが、いずれにせ よ、明確化 のため
には、法律改正 によ り組合形式の事業体 の一部(又 は全部)を 法人 とみな して課税す ることが望 ま
しい。
二つ めの批判 については、法律 改正 によって も解決 しない問題で ある。確 かに、現行 の ような、
所得課税 と消費税の一体的な課税計算 と申告 は不可能 となる。 しか し、 この ことが どの程度 の不都
合 をもた らすであろうか。事業体 における消費税 の計算を組合員 の所得税や法人税 に影響 させない
ようにす ることは、所得課税 における消費税 の税抜 き処理 を前提 にすれば、それほ どの混乱 をもた
らさないのではないか。 なお、事業体で の消費税 の計算の結果 として発生 した控除対象外消費税等
は、 当然、構成員の所得計算 に取 り込むべ きで あろ う。
以上の とお り、消費税 の課税 と所得税及 び法人税 の課税 との問で差異が生ず ることは、それ 自体、
問題で はない と思われ る。む しろ、それ ぞれの税 の 目的に沿 った適正 な課税の実現 が望 ましく、強
いて合致 させ ることは、か えって弊害 をもた らす ことになろ う。税の性格の相違 を考慮す ると、事
業体 とその構成員 の関連 において、所得課税 の場合 にはその内部関係 を重視する必要が あるのに対
して(事 業体での所得を、構成員段階で適正 に課税す ることが最終的な 目的である。)、消費税の場
合には取引先 との対外関係 を重視す る必要がある(事 業体 の消費税 は、構成員に影響 させない こと
が望 ま しい。)と 考 え る。
7.小 指
以上の ように、消費税 におけ るパススルー課税が もたらす困難 の多 くは、消費税 の課税 方式 を所
得課税 における課税 の考 え方に合致 させ よ うとした ことか ら発生 してい る。 これ は、消費税 の導入
時の状況を反映 したもの と言え るが、今後 は、所得課税 と整合的に処理する ことの利害得 失を十分
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に考慮 し、場合 によっては、所得課税か ら少 し離 れ るこ とも考慮すべきであ ると考 える。 そのひ と
つ として、消費税 の納税義務者 について は、独 自の概念 を設 け、消費税の執行 にとって便宜 なもの
とす ることが考 えられる。それは、例 えば、登録制度の導入を伴 ったものである。将来、 インボイ
ス制度 を導入す ることになった場合 には特 に必要 である。なお、 その場合には、所得課税 の場合 に
お ける納税義務者 と消費税 の納税義務者 とで その範囲が異な るこ ととなるであろう。
V.お わ りに
本稿 は、組合形 式の事業体(民 法上の組合、匿名組合、LLP)に 対す る消費税の課税問題 につ い
て、パススルー課税 の妥 当性 を中心に論 じた ものである。組合形式の事業体 の課税問題 とい うのは、
要す るに、事業主体 と課税主体 の分離の現象 に対 して課税上 どう対応すべきか、とい うことで あ り、
本稿 は、 この問題 に対 して、消費税 の視点か らのアプローチを試 みた ものであ る。
組合形 式の事業体が構成員 たる組合員か ら独立 して独 自の活動 を行 っている場合 において、所得
課税 における取扱 いに合 わせて消費税 の場合 において も組合員段 階で課税 を行 うことは、消費税 の
仕組み を考慮す る と、積極 的な意義 は見出せず、む しろ、マイナス面が大 きいこ とを明 らかにした。
す なわち、消費税 において 「パススルー課税」 は、多 くの問題 を発生 させ ることか ら、で きるだけ
避 けるべ きであ り、その場合 における解決策 を検討 した。
検 討の結果、 その解決 の方向は、事業体 そのものを納税義務者 とす ることで あった。その実現 の
ために望 ましいの は、立法 による解決 である。規定 を整備 し、消費税 の仕組み に合致 した方式が導
入 され ることを望みたい。なお、立法 的な解決がなされ る以前 においても、現行法の下で可能な解
決策 を検討 した。具体的 には、組合員 からは独 自の事業展開を行 っている事業体につ いては、人格
のない社 団等の解釈 を拡大 し、消費税 の面 で事業体 を法人 とみな して課税 するこ とである。
いずれにせ よ、消費税の論理 を貫 くと、所得課税 と消費税 との間で納税義務者の範囲に相違が発
生す る。 この点について は、消費税 においては、消費税 を適正 に転嫁す るための仕組みが重要であ
るのに対 して、所得課税 においては、事業体の構成員の正確 な所得 の把握を行 うことが重要である
こ とを考慮す る と、必ず しも不合理 とはいえないので はないか、 と考 えた。
現 在 の消費税 は、 その導入 時の状況 を反映 して、多 くの点で所得税及 び法人税 の取扱 いに準 じ
た もの となってい る。 しか しなが ら、消費税が導入 されて既 に18年 が経過 し国民の間に定着 した と
言 え ること、 また今後所得税 と並ぶ基幹税 として発展す ることが期待 されてい ることか ら、消費税
が付加価値税 タイプの間接税 としてよ り合理性 のある仕組みに是正 されてい く必要があ ると思われ
る。
本稿 は、組合形式 の事業体 に対す る課税問題 をひ とつの研究材料 として、所得課税 の論理 と消費
税 の論理が交錯 す る場面 において、消費税の側面か らのアプローチを試みたものである。現行 の消
費税が抱 える様 々な問題 点につ いての分析 ・検討 の作業 は今後一層重要になると思われ るので、筆
者 としても、微 力なが ら、 こうした消費税の課題 についての研究を続 けてゆきたい。
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